
Hiroshi TACHIKAWA, Keiichi KITAZUME 
 

第Ⅳ部門    都市域の縮小による社会基盤費用の世代会計 

 

関西大学工学部 学生会員 ○立川 晋士 

関西大学工学部 正会員   北詰 恵一 

 

1. 背景と目的 

モータリゼーションの進展に伴って都市の郊外化

が進行し，それによって拡大する社会基盤整備費用

が地方財政を圧迫しており，今後，さらにその傾向

が強くなることが懸念されている．人口減少社会を

迎えるにもかかわらず，このような郊外化はさらに

進むものと予想され，都市域を適切に縮小するよう

方向転換させる政策が模索されている．しかし，都

市域の縮小によって社会基盤整備費用がどれだけ削

減でき，将来世代への負担転嫁削減効果があるのか，

という定量的な検証が行われていないのが現状であ

る．そこで，本研究では世代会計を用いて社会基盤

整備費用を長期的に計算し，世代間バランスの検証

を行うことを目的とする． 

 

2. 方法 

2.1 人口推計 

対象地域を豊田市(旧藤原町・小原村・足助町・下

山村・旭町・稲武町を除く)として，2000年から 2100

年までの 5 歳階級・男女別人口を求める．推計には

コーホート要因法を用いた．これにより得られた結

果を図 1に示す． 
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図 1 豊田市の人口推計結果 

2.2 人口シナリオ 

総人口が豊田市のどの地区にそれぞれ居住するか

によって都市域の縮小を表現する．豊田市を中心 2

地区と郊外部 4 地区とに分け，現在の人口シェア

50％・50％が続くケースをシナリオ 1，中心 2地区の

人口シェアが 100年後に 60％，70％まで増加するケ

ースをそれぞれシナリオ 2，シナリオ 3と設定し，地

区ごと，町ごとに人口を配分した．ただし，地区内

の人口分布は変化しないものとした． 

2.3 社会基盤整備モデル 

社会基盤の整備・維持管理によって発生する費用

が都市域の縮小による影響を受けるものとして，道

路，下水道を取り上げる． 

道路：都市内の交通を担うと考えられる市道につい

てのみ考慮する．広域的ネットワークが必要な社

会基盤ではあるが，人口密度が一定の水準を満た

さなくなった町については道路に維持管理費用を

ほとんどかけないと仮定し，維持管理を行う地域

の縮小と維持管理費用を対応させるモデルとした． 

下水道：地区の人口密度の減少に合わせて下水道整

備計画面積を減少させていき，整備・更新費用を

変化させるモデルとした． 

2.4 世代会計 

社会基盤コストモデルに基づいて毎年発生する社

会基盤整備費用を算出し，各年の 15 歳から 69 歳の

世代がそれぞれの平均所得額に応じて費用を負担す

る．費用の算出は 2000年を基準としたときの 65～69

歳世代から－100～－96歳世代までを対象とした．例

えば－100歳とは，100年後の生まれる世代のことで

ある．各世代の人口，平均所得に応じて求められた

負担額を生涯にわたって積み上げ，割引率を 4％とし

て，各世代の生まれた年を基準とする割引累積価値

(割増累積価値)を求めた． 

一般には費用と便益について計算するが，生涯享

受便益は一定であると仮定し，負担額についてのみ

計算した． 
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3. 結果 

道路，下水道についての世代会計の結果は，図２

～５のようになった． 

各世代の１人当たり生涯負担額
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図 2 道路(シナリオ 1)の結果 

シナリオの差
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図 3 道路の各シナリオの差 

各世代の１人当たり生涯負担額
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図 4 下水道(シナリオ 1)の結果 

シナリオの差
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図 5 下水道の各シナリオの差 

総負担額についてみると，道路，下水道ともにシ

ナリオ 1 が一番大きく，シナリオ 3 が一番小さい値

となった．しかし，総負担額の減少率はわずか 2％に

とどまった． 

世代間バランスを見ると，将来世代の負担額が大

きい結果となった．これに対して，都市域の縮小に

よる社会基盤整備費用の削減効果も将来世代で大き

くなるため，都市域の縮小は世代間バランスの是正

に効果があるといえる． 

下水道では，シナリオ 1と 2の差とシナリオ 1と 3

の差が 1：2となっており，都市域の縮小と費用の縮

小効果が比例関係にあることがわかる．また道路に

ついては，シナリオ 1 と 2 の差がほとんどない世代

でもシナリオ 1 と 3 では大きな差が生じるなど，あ

る範囲を超えると都市域の縮小による効果が急激に

大きくなることがわかる． 

 

4. 結論 

将来世代で増加する社会基盤整備費用に対して，

都市域の縮小は世代間バランスの是正に効果を持つ

ことが明らかとなった．しかし，都市域の縮小によ

る費用の削減効果は，ネットワーク資産の場合，全

く撤退することは想定しにくく維持費の削減にとど

まったためごく僅かであり，将来の財政問題を解消

するほどの効果は期待できないこともまた明らかと

なった．しかし，持続可能な社会基盤整備のために

は費用の削減が不可欠であり，現在，将来にわたっ

て社会基盤整備費用を縮小する別の方策を組み合わ

せる必要があるといえる． 

 

5. おわりに 

本研究では人口密度によって都市域を定義し，都

市域以外では社会基盤整備を行わないという大胆な

仮定の下に世代会計を行った．しかし，わずかでも

人が住んでいるにもかかわらず社会基盤を撤退する

ことには大きな問題がある．また，このような大胆

な過程に基づいた世代会計においても現在の社会基

盤整備は持続不可能であるとの結果が得られたこと

は大きな意味を持つ． 

今後は，都市域の縮小のあり方を含めたより詳細

な計算が必要である． 
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